
　　　　　　　
　
　

問合せ　衣浦東部広域連合事務局　☎（63）0131
８月22日に衣浦東部広域連合議会定例会が刈谷市
役所で開催されました。議会では、１人の一般質問
のほか、広域連合副長の人事案件が同意され、平成
27年度一般会計歳入歳出決算認定、28年度一般会計
補正予算（第１号）などの議案が可決されました。
●今回選出の衣浦東部広域連合議会議員（議席番号
順、敬称略）
刈谷市選出　松永寿、稲垣雅弘、中嶋祥元、山本シ
モ子
●同意された人事
広域連合副長　松井高善（碧南市）

歳入総額は50億3,375万1,059円となり、歳出総額
は48億2,901万3,318円、差引残額２億473万7,741円と
なりました。
歳入では、関係市の分担金が48億2,054万2,712円
で全体の95.8％を占めています。
歳出では、消防費が46億3,884万5,436円で全体の

96.1％を占めています。
消防力の充実として安城消防署のアスファルト舗
装改修工事を行い、高規格救急自動車など７台の車
両を更新しました。また、救命率向上の施策として
緊急時に市民が使用できるよう12か所にＡＥＤを設
置しました。

行政情報アプリ「ｉ広報紙」が「マチイロ」
としてリニューアルしました。
碧南市をもっと身近に感じる機能が盛りだく
さんです。是非ご利用ください。
問合せ　秘書情報課広報統計係

※「ｉ広報紙」を利用している場合、アップデート
によって新アプリに切り替わりますので、新たにダ
ウンロードする必要はありません。また、アプリの
利用は無料ですが、通信費は利用者負担です。
アプリに関する問合せ　㈱ホープ　☎092（716）1404

「ｉ広報紙」が「マチイロ」に
リニューアルしました
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一般会計歳入歳出決算を認定

歳入 （単位　円）歳出 （単位　円）

0.7%
3.1%

37,134,000

0.0%

36,162,488

構成比

95.8%

156,341,000

0.4%

0.0%
0.0%

156,340,288
1,000

20,602,571

4,820,542,712

０
０

103,000
1,000
60,000

4,820,542,000

14,921,000

収入済額

5,033,751,059

100.0%

100.0%

0.0%

100.1%
97.4%

100.0%

収入率

0.0%
171.7%

138.1%

予算現額

使用料およ
び手数料
県支出金

分担金およ
び負担金

科目

財産収入

諸収入

寄附金

計 5,029,000,000

繰越金

96.1%

０ ─

0.2%

3.7%

支出済額

0.0%

構成比

178,355,421

予算現額

4,638,845,436

2,342,000

9,762,058

2,050,403

10,264,000

199,498,000

4,796,896,000

20,000,000

科目

96.7%

─

96.0%

執行率

100.0%

87.5%

89.4%

95.1%

消防費

総務費

議会費

公債費

予備費

5,029,000,000計 4,829,013,318

11

従業員の健康維持のため、定期健康診断を実施し
たときに利用しましょう。
内容　労働安全衛生規則第44条に定められた病歴、
自覚症状、身長、視力、胸部Ｘ線、血圧、貧血、肝
機能、血液、尿、心電図検査などの定期健康診断に
要した受診料の補助
対象　市内の中小企業事業主
補助額

※事業主の受診料は補助対象になりません。また、
同一年度内に同じ従業員で２回以上の補助は受けら
れません。
問合せ　商工課企業応援係

市では、中小企業の従業員の福祉増進および雇用
の安定、そして中小企業の振興に寄与するために、
以下の共済制度へ新規加入した事業所に対し、当初
の１年間の掛金の10％（中退共）、20％（特退金）
を補助しています。契約日から12か月経過した月の
属する年度末までに申請してください。
特色
①退職金制度を持つことが困難な中小企業でも、大
企業並みの退職金を支払うことができます

②毎月定額の掛金で、将来支払うべき退職金を計画
的に準備できます

③掛金は税法上損金または必要経費として全額非課
税となります

④従業員の確保と定着化を図り、企業経営の発展に
役立ちます

問合せ　商工課企業応援係

「障害者虐待防止法」をご存知ですか
障害者虐待防止法とは、虐待によって障害者の権

利などがおびやかされることを防ぐ法律です。障害
者虐待を受けたと思われる障害者を見た人は、速や
かに市や県に通報しなければならないという義務を
定めています。
障害者虐待は、虐待する側の家族などにも支援が

必要な場合もあります。問題が深刻化する前に早期
発見し、支援につなげていくことが大切です。「気
になるな」「ちょっと心配」と感じたら、市障害者
虐待防止センターにご連絡ください。通報や届出を
した人の情報は守ります。また、支援に関する相談
も受け付けています。
障害者の虐待をなくすために、皆さんのご協力を

お願いします。
障害者虐待防止法の対象
身体障害者、知的障害者、精神障害者（発達障害

を含む）やそのほか心身の障害により日常生活や社
会生活が困難で援助が必要な人です。

障害者虐待の種類
障害者虐待防止法では、虐待を以下の３種類に分

けています。
・養護者（家族や親族）による虐待
・障害者福祉施設従事者などによる虐待
・使用者（障害者を雇っている事業主など）による
虐待
これらは虐待です
【身体的虐待】
暴行を加えたり、正当な理由なく身体を拘束する
こと

【放棄・放任】
食事や入浴、排せつなどの世話をしないこと

【心理的虐待】
著しい暴言、拒絶的な対応、差別的な言動など

【性的虐待】
わいせつな行為をしたり、させることなど

【経済的虐待】
本人の同意なしに年金や賃金を使うことなど

連絡先　市障害者虐待防止センター　平日（８時30分～17時15分）　☎（41）3377、ＦＡＸ（48）2940
社会福祉協議会　休日・夜間（17時15分～８時30分）　☎090（3833）4701

中小企業
健康診断補助金を
ご利用ください

中退共・特退金で

障害のある人の権利を守りましょう

企業の退職金づくりは

中小企業退職金共済
制度

特定退職金共済制度

制度
勤労者退職金共済機構
中小企業退職金共済事業本部
名古屋相談コーナー

☎052（856）8151

問合せ

商工会議所　☎（41）1100

健康診断の受診項目が労働安全
衛生規則第44条第１項に規定す
る項目全部の場合
健康診断の受診項目が労働安全
衛生規則第44条第２項の規定に
より省略されている場合

受診者１人当たり
800円

受診者１人当たり
1,500円
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